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最最最近近近ののの統統統計計計調調調査査査結結結果果果かかかららら   
2010 年 6 月 

【平成２２年６月１日（火)～平成２２年７月 1 日（木）】 

統 計 調 査 報 告
◇労働経済動向調査～平成２２年５月～ ６月４日（金）厚生労働省発表 

・ 平成２２年５月１日現在の正社員等労働者過不足判断Ｄ．Ｉ．（「不足」－「過剰」）は、調査産業計でマイナ

ス３ポイント（前期差２ポイント増）となり、過剰幅は減少し、パートタイム労働者過不足判断Ｄ．Ｉ．

は、調査産業計でプラス６ポイント（前期差４ポイント増）と不足幅は拡大した。

◇景気動向指数～４月速報～ ６月８日（火）内閣府発表  

・４月のＣＩ（速報値・平成１７年＝１００）の一致指数は１．１ポイント上昇の１０１．６で１３ヶ

月連続の上昇、３ヶ月後方移動平均は０．７７ポイント上昇し１２ヶ月連続の上昇、７ヶ月後方移動

平均は１．４７ポイント上昇し９ヶ月連続の上昇となった。一致指数の基調判断は、引き続き「景気

動向指数（ＣＩ一致指数）は、改善を示している」となった。なお、先行指数は１０１．７で０．２

ポイントの下降、遅行指数は８２．６で２．２ポイントの下降となった。

◇国民経済計算～平成２２年１～３月期・２次速報～ ６月１０日（木）内閣府発表  

・ 実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率（季調値）は前期比

１．２％（年率５．０％）と１次速報値と同率、年率

では０．１ポイントの上方修正となった。

・ 実質ＧＤＰ成長率の寄与度は、国内需要（内需）が０．

６％、財貨・サービスの純輸出（外需）が０．７％と

なった。

◇平成２１年度における脳・心臓疾患及び精神障害等に係る労災補償状況について

６月１４日（月）厚生労働省発表 

・平成２１年度における脳血管疾患及び虚血性心疾患等（「過労死」等事案）の労災補償の状況をみると、

請求件数は７６７件で、前年度に比べて１２２件（１３．７％）減少、支給決定件数は２９３件で、前

年度に比べて８４件（２２．３％）減少している。

業種別では請求件数、支給決定件数ともに「運輸業，郵便業」に分類される「道路貨物運送業」が最も

多く、職種別では請求件数、支給決定件数ともに「運輸・通信事業者」に分類される「自動車運転者」

が最も多い。

・精神障害等についてみると、請求件数は１１３６件で、前年度に比べて２０９件（２２．５％）増加、

支給決定件数は２３４件で、前年度に比べて３５件（１３．０％）減少している。

業種別では請求件数は「医療，福祉」に分類される「社会保険・社会福祉・介護事業」、支給決定件数は

「建設業」に分類される「総合工事業」が最も多く、職種別では請求件数は「事務従事者」に分類され

る「一般事務従事者」、支給決定件数は「販売従事者」に分類される「商品販売従事者」が最も多い。

・精神障害等のうち、自殺についてみると、請求件数は１５７件で、前年度に比べて９件（６．１％）増

加している。支給決定件数は６３件で、前年度に比べて３件（４．５％）減少している。
（注）「業務に起因することの明らかな疾病」について集計したもの。支給決定件数は、決定件数のうち業務上として認定した

件数で、当該年度に請求されたものに限るものではない。  
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◇消費者物価指数～５月～                      ６月２５日（金）総務省発表 

・ 消費者物価指数（平成１７年＝１００）は９９．７となり、前年同月比は－０．９％と１６ヶ月連続

の下落となった。生鮮食品を除く総合指数は９９．３となり、前年同月比は－１．２％と１５ヶ月連

続の下落となった。 

・ ６月の東京都区部の速報は９９．２となり、前年同月比は０．９％の下落、生鮮食品を除く総合指数

は９８．７となり、前年同月比は１．３％の下落となった。 

 

◇鉱工業生産指数～５月速報～                                 ６月２９日（火）経済産業省発表 

・ 鉱工業生産指数（季調値）は前月比０．１％の低下。製造工業生産予測調査によると、６月、７月と

も上昇を予測している。引き続き「総じてみれば、生産は持ち直しの動きで推移している」との判断

となった。 

 

◇家計調査～５月～                                               ６月２９日（火）総務省発表 

・ 二人以上世帯のうち勤労者世帯の実収入は、前年同月比で実質２．４％の減少。 

・ 実質増減率への寄与度は、世帯主収入が－０．２５％、配偶者の収入が０．２５％、他の世帯員収入

が－０．０２％、特別収入が－２．１７％などとなった。 

 

 

 

◇労働力調査～５月～                        ６月２９日（火）総務省発表 

◇一般職業紹介状況～５月～                   ６月２９日（火）厚生労働省発表 

・ 平成２２年５月の完全失業率（季調値）は５．２％

と、前月に比べ０．１ポイントの上昇となった。

男性は５．５％、女性は４．７％とともに前月と

同率となった。 

・ 平成２２年５月の完全失業者数は３４７万人と、

前年同月と同数。 

・ 平成２２年５月の雇用者数（季調値）は、５，４

１７万人と、前月差２５万人の減少。 

・ 平成２２年５月の有効求人倍率（季調値）は０．

５０倍で、前月を０．０２ポイント上回った。 

 

 

◇毎月勤労統計調査～５月速報～                 ６月３０日（水）厚生労働省発表 

・ 平成２２年５月の現金給与総額（規模５人以上）は前年同月比０．２％減。きまって支給する給与は

前年同月比０．４％増となった。また、前年同月比で所定内給与は０．１％減、所定外給与は１０．

３％増となった。 

なお、実質賃金（総額）は前年同月比０．７％増となった。 

・ 製造業の所定外労働時間（規模５人以上）（季調値）の平成２２年５月は前月比０．６％増。 

 

◇サービス産業動向調査～４月速報～                 ６月３０日（水）総務省発表 

・平成２２年４月のサービス産業の月間売上高は、２３．２兆円、前年同月比１．５％の減少となった。

従業者数は、２６１９万人で、前年同月比０．１％の増加となった。そのうち、職業紹介・労働者派

遣業の月間売上高は、３１５２億８０００万円、前年同月比５．７％の減少、従業者数は、２４万２

千人、前年同月比５．８％の減少となった。 

 

◇企業短期経済観測調査（短観）～６月～                         ７月１日（木）日本銀行発表 

・ 全国大企業の業況判断Ｄ．Ｉ．（「良い」－「悪い」）は製造

業で１（前期－１４、先行き３）、非製造業で－５（前

期－１４、先行き－４）となった。 

・ 雇用人員判断Ｄ．Ｉ．（「過剰」－「不足」）は、大企業全産業

で８（前期１３、先行き６）となった。 
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研 究 会 報 告 等
◇平成２１年度ものづくり白書 ６月１日（火）経済産業省・厚生労働省・文部科学省発表 

・ものづくり産業の事業所が抱えている具体的な課題をみると、３年前と比較して「製品の価格が下が

っている」とする事業所が大多数を占めるほか、「製品の品質をめぐる競争が激しくなっている」、「顧

客のニーズが多様化している」とする事業所も多く、製品の価格が下落している一方で、品質をめぐ

る競争が激しくなっているなど困難な局面に立たされていることが分かる。

・技能者の過不足状況をみると、管理・監督担当者、多能工、技術的技能者、高度熟練技能者のいずれ

に対しても、過半数の事業所が不足感を感じている。

・企業が技能者に求めている知識・技能としては、個別領域における熟練技能だけでは十分ではなく、

生産工程を合理化する知識・技能等の生産ライン全体の管理的能力に対するニーズが重視される。

・技能者の能力開発等を目的として実施している取組をみると、「改善・提案の奨励」や「技術教育」等

が多く、これらの分野における期待を表している。

・非正規労働者全般について、職業能力を的確に評価し、可能な限り長期にわたってその能力を活用す

るように図ることなど、中長期的な観点からのキャリア形成の取組が求められている。

◇月例経済報告～６月～                                        ６月１８日（金）内閣府発表

景気は、着実に持ち直してきており、自律的回復への基盤が整いつつあるが、失業率が高水準にあるな

ど依然として厳しい状況にある。（前月：景気は、着実に持ち直してきているが、なお自律性は弱く、失

業率が高水準にあるなど厳しい状況にある。）

・ 輸出は、緩やかに増加している。生産は、持ち直している。（前月とかわらず）

・ 企業収益は、改善している。設備投資は、下げ止まっている。（前月：下げ止まりつつある）

・ 企業の業況判断は、改善している。ただし、中小企業では先行きに慎重な見方となっている。（前月

とかわらず）

・ 雇用情勢は、依然として厳しいものの、このところ持ち直しの動きがみられる。（前月とかわらず）

・ 個人消費は、持ち直している。（前月とかわらず）

・ 物価の動向を総合してみると、緩やかなデフレ状況にある。（前月とかわらず）

◇月例労働経済報告～６月～ ６月２１日（月）厚生労働省発表 

・ 労働経済面をみると、雇用情勢は、依然として厳しいものの、このところ持ち直しの動きがみられる。

（前月とかわらず）

「最近の統計調査結果から」は、当機構ホームページにも掲載しています。 

また、労働経済に関する指標をコンパクトにまとめた「主要労働統計指標」も作成していま

す。 https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/index.html 

独立行政法人 労働政策研究・研修機構 調査・解析部 
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